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かすがい市議会だより 

決算・条例など38件を認定・可決・同意・了承 

平成17年第4回定例会 

　平成17年第¢回定例会は、ª月12日からª月30日ま
での19日間の会期で開催しました。
　定例会には、決算14件、補正予算™件、条例12件、
一般議案¢件、人事案件∞件、議会推薦¡件が提出さ
れ、原案のとおり認定・可決・同意・了承・推薦決定
しました。
　また請願は¡件で、採択となりました。
　なお一般質問は、ª月27日に14名の議員が市政の課
題について、当局の考え方をただしました。

 
▽一般会計決算
　一般会計は、歳入790億7,095万3,958円に対し、歳出
773億7,397万5,367円で、前年度に比べ、歳入9.9％、歳
出9.6％とそれぞれ増加しました。 
　実質収支は、16億8,851万990円の黒字決算となりま
したが、これは前々年度の企業会計からの繰入れによ
り、本年度への繰越金が13億6,073万731円あった結果
です。 
▽特別会計決算
　国民健康保険事業特別会計は23億9,016万2,110円、老
人保健医療事業特別会計は¡億7,714万3,270円の赤字
決算で、ほかのª事業は黒字決算ないし収支同額とな
りました。
　特別会計の合計では実質収支は20億8,558万2,553円
の赤字となりました。
▽企業会計決算
　市民病院事業会計は§億2,454万4,717円の純損失、水
道事業会計は¡億7,930万7,641円の純損失が生じました。 
 
 
 
▽一般会計補正予算 
　財政調整基金積立金、保育園や小中学校のアスベス
ト調査などに10億7,590万円を補正するものです。 
▽勝川駅周辺総合整備事業特別会計補正予算 
　勝川駅南口周辺土地区画整理事業の物件移転補償費
として2,800万円を補正するものです。　
 
 
 
▽東部市民センター条例等の一部を改正する条例
　施設の管理に係る規定を整備するものです。 
▽消防団員等公務災害補償条例及び水防協議会条例の
一部を改正する条例 
　水防法の一部改正に伴い、規定を整備するものです。 

▽火災予防条例の一部を改正する条例 
　住宅用防災機器の設置や維持などの規定を整備する
ものです。 
▽商工業振興条例の一部を改正する条例 
　独立行政法人中小企業基盤整備機構法の制定などに
伴い、高度化事業について規定を整備するものです。 
▽子どもの家条例 
　子どもの家を設置するために定めるものです。 
▽手数料条例の一部を改正する条例 
　建築基準法の一部改正等に伴い、新たに事務手数料
を設けるものなどです。 
▽許可を要する雨水浸透阻害行為の規模の引下げ及び
対策工事の計画についての技術的基準に関する条例 
　特定都市河川流域内の小規模開発に伴う流水雨水増
加の抑制を図るために定めるものです。 
▽その他∞件の条例については、指定管理者制度の導
入に伴い、規定を整備するものなどです。 

 
▽出川小学校校舎新築工事（建築）の請負契約 
　出川小学校を建築するものです。 
　契約金額　10億2,900万円
　相 手 方　佐藤・勝英特定建設工事共同企業体 
　内　　容　鉄筋コンクリート造¢階建 
▽消防自動車の購入契約 
　化学消防ポンプ自動車を購入するものです。 
　契約金額　4,168万5,000円 
　相 手 方　日本機械工業株式会社 
▽消防自動車の購入契約 
　小型動力ポンプ付水槽車を購入するものです。 
　契約金額　3,097万5,000円 
　相 手 方　株式会社モリタ 
▽防災指導車の購入契約 
　起震車を購入するものです。 
　契約金額　2,346万7,500円 
　相 手 方　カヤバシステムマシナリー株式会社 

決 算  

条 例  

一 般 議 案  

補 正 予 算  
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議 会 推 薦  

人 事 案 件  

決　　算…………14件
○平成16年度一般会計歳入歳出決算……………………………………………………………認　　定（賛成多数）
○平成16年度交通災害等共済事業特別会計歳入歳出決算……………………………………認　　定（全会一致）
○平成16年度公共用地先行取得事業特別会計歳入歳出決算…………………………………認　　定（全会一致）
○平成16年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（賛成多数） 
○平成16年度老人保健医療事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度介護保険事業特別会計歳入歳出決算……………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度介護サービス事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度民家防音事業特別会計歳入歳出決算……………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度潮見坂平和公園事業特別会計歳入歳出決算……………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度春日井都市計画松河戸土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算……………認　　定（全会一致） 
○平成16年度勝川駅周辺総合整備事業特別会計歳入歳出決算………………………………認　　定（賛成多数） 
○平成16年度公共下水道事業特別会計歳入歳出決算…………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度春日井市民病院事業会計決算……………………………………………………認　　定（全会一致） 
○平成16年度水道事業会計決算…………………………………………………………………認　　定（全会一致） 
補正予算…………2件
○平成17年度一般会計補正予算…………………………………………………………………原案可決（全会一致） 
○平成17年度勝川駅周辺総合整備事業特別会計補正予算……………………………………原案可決（全会一致）
条　　例…………12件
○高蔵寺駅口自転車駐車場条例の一部を改正する条例………………………………………原案可決（全会一致）
○東部市民センター条例等の一部を改正する条例……………………………………………原案可決（全会一致）
○消防団員等公務災害補償条例及び水防協議会条例の一部を改正する条例………………原案可決（全会一致） 
○火災予防条例の一部を改正する条例…………………………………………………………原案可決（全会一致）
○総合体育館条例等の一部を改正する条例……………………………………………………原案可決（全会一致）
○勤労福祉会館条例の一部を改正する条例……………………………………………………原案可決（全会一致）
○商工業振興条例の一部を改正する条例………………………………………………………原案可決（全会一致） 
○養護老人ホーム条例等の条例…………………………………………………………………原案可決（全会一致）
○子どもの家条例…………………………………………………………………………………原案可決（賛成多数）
○潮見坂平和公園条例の一部を改正する条例…………………………………………………原案可決（全会一致）
○手数料条例の一部を改正する条例……………………………………………………………原案可決（全会一致） 
○許可を要する雨水浸透阻害行為の規模の引下げ及び対策工事の 
　計画についての技術的基準に関する条例……………………………………………………原案可決（全会一致） 
一般議案…………4件
○出川小学校校舎新築工事（建築）の請負契約…………………………………………………原案可決（全会一致）
○消防自動車の購入契約…………………………………………………………………………原案可決（全会一致）
○消防自動車の購入契約…………………………………………………………………………原案可決（全会一致）
○防災指導車の購入契約…………………………………………………………………………原案可決（全会一致）
人事案件…………5件
○公平委員会委員の選任の同意…………………………………………………………………同　　意（全会一致）
○固定資産評価審査委員会委員の選任の同意…………………………………………………同　　意（全会一致）
○人権擁護委員の推薦……………………………………………………………………………異議なし（全会一致）
○人権擁護委員の推薦……………………………………………………………………………異議なし（全会一致） 
○人権擁護委員の推薦……………………………………………………………………………異議なし（全会一致）
議会推薦…………1件
○農業委員会委員の推薦…………………………………………………………………………推薦決定（全会一致） 

◇上程議案と審議結果◇  第　4　回　定　例　会 

　農業委員会委員に松本能子氏を推薦しました。 

　公平委員会委員の任期満了に伴い小倉紀彦氏、固定
資産評価審査委員会委員の任期満了に伴い吉岡ミヤ子
氏の選任に同意しました。 

　また、人権擁護委員の任期満了に伴い長谷川幸氏、
若尾弘子氏、森田利夫氏の推薦を了承しました。 
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環境行政の取り組みについて 

名古屋空港について 

第2次春日井市地域福祉計画について 

かすがい市議会だより 

【質問】地球温暖化は、二酸化炭素などの温室効果ガ
スの影響が大きいといわれ、その排出抑制対策を急ぐ
必要がある。その対策の主体は、市民一人ひとりや事
業者であるが、行政が抑制対策の牽引役、見本となっ
て率先垂範して環境負荷の少ない方法を実践すること
や環境負荷の少ないシステムの購入や改良を後押しす
るために、市民や事業者の費用負担を軽減する措置も
必要であると思うが、当局のご所見を伺います。 
 
【答弁】市では率先して二酸化炭素等の削減に取り組
むため、地球温暖化対策実行計画を策定し、市施設に
おける電気、ガス、自動車燃料等の削減に努めている
ほか、公共施設への太陽光発電システムの設置や廃天
ぷら油の清掃車への利用等を進めてきました。また、
市民に対しては、太陽熱高度利用システムの設置費補
助等の実施や様々な機会を通じて啓発に努めており、
今後ともこれらの充実に努めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】春日井市策定の「地域福祉計画」の理念に基
づいた計画が、「社会福祉協議会」によって市民への
福祉提供が的確に推進されているかを、春日井市が定
期的に確認をする必要性、市社協及び地区社協と自治
会・町内会等の結びつき強化のため、行政が関与する
と同時に、市内40地区社協の活動を平均化し、地区の
特色を十分配慮し、市民が平等の福祉が受けられる体
制づくり及び社協の認知度の向上対策を問う。 

【答弁】地区社協の認知度を上げるため、市社協が年
　∞回全戸配布している「社協だより」を§月にリニュー
アルしました。また、地区社協でのモデル事業の実施
や定期的な機関紙の発行を働きかけるとともに、地区
社協と地域の関係団体等とのネットワーク化を図り連
携と協力による活動を促します。なお、市の計画は理
念と指針を示したものであり、進捗状況は市社協が策
定した地域福祉活動計画で行っていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】2005年空港一元化が成り、愛・地球博が有終
をいたしました。雑草が生い茂げり、フェンスに囲ま
れて、地域の活性を大きく損なってきた空港移転跡地
の売却処分方法をお尋ねします。国の普通財産となり
管理は財務省。エアフロント等無償貸付公園や農菜園
利用土地の方向性、地元優先売却の可能性、法規制外
で用途を規制する条件の設定、売却処分の時期等地元
の意向に沿った、地元優先とする施策について問う。 
 
【答弁】移転跡地は国土交通省が管理し、売却処分の
手続きを財務省へ委託します。エアフロントや市民農
園等は無償借地契約により、これまでどおり利用でき
ます。また契約更新時には引き続き利用できるよう協
議していきます。売却については地元優先措置や法規
制外の条件は設けない、来年度から一般競争入札で売
却すると聞いていますが、まちづくりに支障とならな
い売却処分をするよう申し入れていきます。 

質問者　林　　克巳 
環境行政の取り組みについて 

質問者　田中　康則 
名古屋空港について 

質問者　水谷　忠成 

第2次春日井市地域福祉計画について 

一般 
質問 
一般 
質問 

市政全般にわたる問題について質問します 

1

2
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2003年度 

CO2排出量排出量 
約478百万トン 
0.3%増 

CO2排出量排出量 
約170百万トン 
31.4%増 

COCO2排出量排出量 
約129百万ト万トン 

COCO2排出量排出量 
約479百万ト万トン 19901990年度年度 

2003年度 

CO2排出量 
約478百万トン 
0.3%増 

CO2排出量 
約170百万トン 
31.4%増 

CO2排出量 
約129百万トン 

CO2排出量 
約479百万トン 1990年度 

産業 家庭 

70歳代 

60歳代 

50歳代 

40歳代 

30歳代 

20歳代以下 

全体 

33.9 66.1

40.5 59.5

29.9 70.1

26.4 73.6

9.4 90.6

11.6 88.4

26.1 73.9

社会福祉協議会の市民の認知度 

名前も活動も知っている 

名前だけ知っている、名前も活動も知らない 

世代 

　今回の定例会では、14名の議員が市の考え方や方針など、市政全般にわたり16項目の一般質問を行いました。一般 
質問は、市当局に対し施策・事業などの現状や将来計画の考え方など、市民に密着した問題をただすため行うもので 
す。各議員の質問と当局の答弁を、要旨で掲載しています。 

（一般質問については、質問者から提出された原稿で掲載しています。） 
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母子保健事業の充実について 

学校2学期制及び学校選択制について 

行財政改革について 

 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】妊娠、出産、育児期のそれぞれのライフステ
ージでの支援体制を充実させるために、
①母子健康手帳の交付方法等を見直すべきではないか。
②母子保健を組織としてきちんと位置づけ、人員配置
をすべきではないか。
③保健師が妊産婦と乳幼児の支援を必要に応じ、行い
やすいように、健康管理システムを実態やニーズに合
わせたものにすべきではないか。

【答弁】①妊娠・出産の不安解消や、妊婦への相談・
説明の充実のため、交付方法等の見直しを検討すると
ともに、パパママ教室等の事業にも検討を加えます。
②限られた人員の中で対応に努めており、来年度は£、
　¢名程の保健師の採用を予定しています。③妊娠、出
産、育児期の支援はもとより、乳幼児の健康管理や虐
待防止等、一体化して支援できるシステム作りを調査
研究します。

【質問】「効率的な小さな政府」を目指す行財政改革が
加速される中、本市も限られた財源の下、本当に必要
な事業か、民間ではできないか、などを根本的に見直
す「事業の仕分け」が必要であり、行政の責任で行うが、
民間でできないかを官と民で対等に競争する「市場化
テスト」の導入が必要。また自主財源の確保のためホ
ームページ、広報などに広告掲載し広告収入を確保し
たり、未利用土地の処理が必要。市の考えを問う。

【答弁】これまでの第£次と現在の第¢次の行政改革
を通して職員定数の削減や業務の民間委託に積極的に
取り組んでいます。事業の仕分け等は取り組みの考え
方と共通するため、趣旨を踏まえ対応していきたいと
考えています。また広告掲載は、誤解を生む懸念があ
ることから実施していませんが、条例の見直しを含め
検討してまいります。さらに未利用土地の処理につい
ても、普通財産などの処分を進めてきており、今後も
その有効利用や売却に努めてまいります。

【質問】「学校2学期制」は、仙台市や善通寺市で導入
され、ゆとりを持った授業、個人面談や教育相談等の
充実など、成果もあり注目されている。このことから
「学校2学期制」の導入について市の考えを問う。 
　「中学校選択制」は、子ども達が希望する学校に通う
ことにより、個性や能力を伸ばすことができる。また、
学校も教育目標・活動など特色ある学校づくりにつな
がる。「中学校選択制」に対する市の考えを問う。 

【答弁】学校™学期制は、式日の減少による授業時間
数の確保等に対し、評価回数が少なくなることへの不
安、不満等の話も聞いています。今後、導入済みの学
校での成果や問題点などを調査し、研究を進めてまい
ります。学校選択制については、教育行政の安定的な
継続を進める中で、通学区域の指定による問題や課題
について整理・解決 
を図りながら、学校 
選択制についても研 
究を進めてまいりま 
す。

質問者　中藤　幸子 
母子保健事業の充実について 

質問者　高田　敏亨 

学校2学期制及び学校選択制について 

質問者　山際　喜義 
行財政改革について 

4

5
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光熱費支出 

光熱費支出 

ESCO事業者の利益 

ESCO事業の概要 

初期投資分 

顧客の利益 

光熱費の削減分で 
すべての経費を賄う 

光熱費支出 

ＥＳＣＯ事業実施前 ＥＳＣＯ事業契約期間中 契約期間終了後 

顧客の利益 

放課後児童健全育成事業について 

ニュータウン地域における現状と 
課題について 

ESCO事業（省エネルギー）について 

空港移転補償跡地周辺の土地利用 
について 

かすがい市議会だより 

 
 
 
 
【質問】団地の老朽化に伴い様々な課題があり、関係
機関と連携を取り、より充実した環境づくりが必要。 
　少子高齢化への対応については、空き教室を活用し
児童館、学童保育、高齢者ふれあいの場等、福祉施設
への用途変更をする考えはないか。また良好な住環境
の提供については、勾配が多いため歩道の凹凸や段差
が転倒の原因となり、事故につながる可能性もある。
安全で快適な道路の計画的な整備を問う。 
 
【答弁】余裕教室については、学校施設が「地域住民
の共有財産」であるという認識のもと、今後も学校教
育に支障のない範囲で、地域のための施設として、地
域のニーズや施設の管理体制等を踏まえ、福祉施設等
への活用を図っていきます。 
　また歩道の凹凸については、昨年より計画的に歩道
改良を実施しています。今後も良好な生活環境の確保
を図るため、道路整備を実施してまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】ESCO（エスコ）とは、Energy Service 
Companyの頭文字をとった名称である。ESCO事業
は、現在稼動している設備を、民間のノウハウを活用
して高効率の節電、節水、省エネルギー化をもたらす
新しい設備に改修する事業である。 
　省エネルギーを確実に実現し、光熱水費を大幅に削
減できることが期待できる「ESCO事業」の認識と導入
について見解を問う。 
 
【答弁】ＥＳＣＯ事業は、施設の省エネルギー改修工
事による光熱水費の削減分ですべての投資を賄うこと
により、結果的に財政支出を伴わないことや省エネル
ギーが実現できることから、環境面でも有効な手段で
あると認識しています。市としては、この事業が通常
の公共工事には見られない新たな手法であることから、
導入に当たっては、対象となる施設やその契約方法等
について調査研究してまいりたいと思います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】空港移転補償跡地は、平成18年度から競売に
より売却されるが、周辺地域の用途地域は、大半が準
工業地域であり、青少年に悪影響を及ぼす店、公害を
出す工場の立地が想定される。総合計画・都市計画マ
スタープランでもうたっている住工混在の解消を図る
べきであり、地域の住民がまちづくりの考え方を持ち
寄り、みんなでルールを決めることができる地区計画
の導入を図るべきである。市の考えを問う。 
 
【答弁】地区計画は、一定の地区を単位として、その
地区の特性に合ったまちづくりをするため、住民の皆
さんと一緒になって建築物等の用途制限や高さ、敷地
面積などを規制する制度
です。 
　点在する空港移転補償
跡地だけを対象とした地
区計画による規制はでき
ませんが、一定の地区で
住民の皆さんの合意があ
れば、地区計画制度を導
入したまちづくりを進め
ることができます。 
 
 
 
 
【質問】①放課後の子ども達の遊びや生活の場を保障
する施設である公設「子どもの家」整備は急務と考える
が、今後の見通しと計画について問う。②市の放課後
健全育成事業を補完し支えている民間学童保育所の保
護者負担は非常に大きい。公民格差を是正する必要が
あると思うが、どう考えているのか。③子どもや指導
員にとって安全な施設としての観点から民間学童保育
所への家賃、地代を補助する考えについて問う。 

質問者　内藤　富江 

放課後児童健全育成事業について 

質問者　諸戸　護子 

ニュータウン地域における現状と 
課題について 

質問者　後藤　正夫 

ESCO事業（省エネルギー）について 8

質問者　丹羽　一正 

空港移転補償跡地周辺の土地利用 
について 

10
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介護保険などについて 

高齢者福祉について 

最近の大雨と排水不良地域の改善 
について 

【答弁】①本年£月に策定しました次世代育成支援対
策行動計画に基づき、引き続き子どもの家を整備して
いきます。②③今回提案した子どもの家条例において
適正な受益者負担をお願いしましたが、その結果とし
て、格差の縮小が図られることにもなります。しかし
民間児童クラブに対する支援も重要な課題と考えてお
りますので、民間児童クラブの利用者負担軽減につい 
ては、その方法論を含めて引き続き検討します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】介護保険法改定で10月から施設利用者はホテ
ルコスト（住居費、食費等）が徴収され、低所得者軽
減措置がされても、多くは負担増になる。特養老人ホ
ーム利用は市民税非課税でも、要介護5で個室基準額
月74,600円が93,330円になる。①国に財源増の意見を上
げること、市独自の軽減措置について②市独自のリフ
レッシュ手当、介護福祉特別給付金、給食サービスな
どの拡充③ミニデイサービスの拡充の3点を問う。 
 
【答弁】財政負担軽減のため、国の調整交付金の別枠配
分や財政安定化基金の国・県での負担化、さらには低所
得者対策の充実と財政措置を、市長会を通じ今後も引き
続き要望していきます。市独自のリフレッシュ手当等に
つきましては今後も継続実施するとともに、給食サービ
スの拡充については、今後 
も調査・研究していきます。 
ミニデイサービスの拡充に 
ついては、介護予防事業と 
の調整を図りながら進めて 
いきます。 
 
 
 
 
【質問】高齢者が安心して生活を営む上で、課題は少
なくない。住宅問題もそのひとつである。高齢者の居
住環境が、自立した生活を営む上で何らかの障害があ
っても、経済的理由からバリアフリー化された住宅に

住めないケースが見受けられる。高優賃（高齢者向け
優良賃貸住宅）等への住み替えを希望する高齢者に対
し、引っ越し等に要する費用の一部を助成する制度を
設ける考えはないか問う。 
 
【答弁】より快適で安全性や利便性の高い住居への住
み替えは、高齢者や障害者の高齢化が進む中、大きな
課題ですが、高齢者等の多くは住み慣れた環境での生
活を望んでおり、まずは福祉サービス等を利用し、地
域で高齢者等を支えていくことが重要と考えます。今
後は、高齢者等の住宅環境の把握に努めるとともに、
高齢者等の生活環境の向上について、現在策定中の高
齢者総合福 
祉計画の中 
で検討して 
いきます。 
 
 
 
 
 
 
 
【質問】鷹来地区は高台だが、浸水被害が一部にあり
ます。最近の激しい雨で整備を急いでほしいと言う声
が強くなっています。今年の雨は時間は長くないが、
猛烈な雨です。市民の現状は浸水し今も土のうを積ん
だまま、大雨の翌日は2時間かけて水をくみ出した、
雨の度に車の移動に気を使う、等々です。よく調査し
個別に対策をとる、家をブロックで囲う、土盛りする
等の具体的な浸水対策を市が行う考えはないか問う。 
 
【答弁】鷹来地区は、都市基盤が未整備であり、住宅
の密集化に加え、一部農地の開発が進む中で可能な限
り排水機能が図られるよう、地区の皆様と連携・協力
のもとに排水施設を整備してまいりました。個別に土
盛り等へ助成することは、負担の公平の視点から考え
ておりませんが、今後も現状の施設を点検し、水路の
しゅんせつ・清掃等を進めるとともに、円滑な排水機
能の確保に必要な調査研究を進めてまいります。 

介護保険などについて 

質問者　内田　　謙 

高齢者福祉について 

質問者　宮地　　　 

最近の大雨と排水不良地域の改善 
について 

質問者　伊藤　裕規 

12
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2007年問題について 

■発行／春日井市議会　〒４８６－８６８６　愛知県春日井市鳥居松町５－４４　☎（０５６８）８１－５１１１（代）　■編集／議会報編集委員会 
市議会だよりのホームページアドレス　http://www.city.kasugai.aichi.jp/gikai/dayori.html

第5回 定 例 会 予 定  

編 　 集 　 後 　 記  

▽11月29日�
▽12月¡日�
▽12月∞日�
　　　§日�
　　　¶日� 
　　　•日� 
▽12月12日� 
　　　13日�
▽12月15日�

かすがい市議会だより 

※議事の都合により、日程が変更になる場合があ 
　ります。　問い合わせ　議事課（☎85－6492） 

　晩秋の候、朝夕はひときわ冷え込むようになり
ました。
　先頃、半年間にわたる愛知万博も2,200万人に感
動を与え、惜しまれつつ幕を閉じました。「人と
自然との共生」をテーマに、環境と交流と平和の
輪が国境を越え幾重にも広がりました。地球環境
を守ることは人間の命と暮らしを守ることでもあ
ります。まさに政治が取り組むべき基本的な課題
であります。
　今議会では16年度決算を認定しましたが、最少
の経費で最大の効果を挙げるような予算執行がな
されるよう、今後も議会の立場で真剣に取り組ん
でまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　編集委員一同

　本会議の会議録（平成17年第1回定例会分から）がホ
ームページでもご覧いただけるようになりました。 
［会議録のアドレス］
http://www.kaigiroku.net/kensaku/kasugai/kasu
gai.html 
※春日井市のホームページからリンクができます。 
［春日井市のアドレス］ 
http://www.city.kasugai.aichi.jp/ 
春日井市ホームページ　市議会のページ　会議録 
　なお会議録（印刷物）は図書館、東部市民センター、
味美・高蔵寺・南部・西部の各ふれあいセンターでも
閲覧できます。 

2007年問題について 
質問者　蟹江　光正 

【質問】団塊の世代の大量退職に伴い、経済活動、労
働環境、医療、年金介護制度等にさまざまな影響が考
えられる。我が国の総人口の5％、約683万人中、約
284万人が定年を迎える。また2007年をピークに我が 
国は人口減少社会に転ずる。団塊の世代の地域回帰は
地域社会を変える大きな力となりそうだ。本市の財政、
人事にも少なからず、影響が発生すると思われるが、
どのようにとらえているかを問う。 
 
【答弁】団塊の世代が大量に退職する平成19年度から
21年度までの£年で、市職員は約250名が定年となりま
す。第¢次行革大綱では、一般職員について、今後∞
年間でª％削減することとしておりますが、これを踏
まえた上で、平成18年度から∞年計画で採用人数を平
均化し、職員配置等に影響が出ないよう進めておりま
す。また、給与費も退職金の支払い等により一時的に
増加しますが、職員の若返りにより、将来的には、給
与費は減少していくも 
のと考えております。

本会議（提案理由説明） 
本会議（質疑） 
文教経済委員会 
厚生委員会 
建設委員会

 

総務委員会 

本会議（一般質問） 
 
本会議（採決） 
 

△
 

△
 

会 議 録 検 索 に つ い て  

14

掲載以外の質問項目 
●県営名古屋空港とブルーインパルス 
　について 
●塩漬け土地の有効利用、特に高齢者 
　福祉のために 
 

請 願 審 議  

　第¢回定例会に、¡件の請願が提出され、文教経済
委員会に付託し、審査しました。 
　その後、本会議で委員長の審査結果報告の後、採決
し、結果は次のとおりです。

▽私立高校に子どもを通わす保護者に対する授業料助
　成金の拡充を求める請願書 
　………………………………………………………採択 
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